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企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーション
との関係性に関する試論
秋　本　敏　男
山　内　清　史
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２．社会適合成果が生み出す企業サステナビリティ
３．企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーションとの関係性
４．欧州企業に見るステークホルダー・コミュニケーション
５．事例研究―欧州企業の CSR 報告
６．まとめと展望―CSR こそ新しい企業競争力
１．はじめに
経済のグローバル化ならびにボーダーレス化の進展は市場の拡大をもたらす一方で、企業間競争
を激化させてきている。その結果、企業寿命の短命化の問題が顕在化してきている。そうしたなか
にあって、企業は、競争力の向上およびサステナビリティ（持続可能性）の確保が喫緊の課題とさ
れる。
本研究は、企業の掲げる理念や使命を伝達する目的を有するコーポレート・コミュニケーション
と企業活動における社会適合の成果とされる企業サステナビリティとの間には、どのような関係が
あるのか、また、それら両方を関係づけるためには何が必要とされるのか。さらには、企業が持続
可能な発展を遂げるためには何が必要とされるかについて考察することが主な目的である。その関
係性については、アカウンタビリティ理論と意思決定有用性理論を援用して理論的説明を加えてい
る。
コーポレート・コミュニケーションに関する従来の研究では、これまで、企業サステナビリティ
との関係性を視野に入れて語られることは殆どなかった。この点に関して、本研究では、CSR（企
業の社会的責任）について古くから先導的な役割を果たしてきたとされる欧州における先進企業の
コーポレート・コミュニケーション戦略および実践事例を企業サステナビリティと関係づけながら、
その意義を明らかにする。本研究が、日本企業のコーポレート・コミュニケーション戦略策定なら
びに実践の一助となれば幸いである。
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２．社会適合成果が生み出す企業サステナビリティ
企業が経営諸活動を展開する場合、経営哲学、事業実績、社会貢献などに関する情報がプレスリ
リース、広告、PR（Public Relations）、IR（投資家向け広報）、Web サイト開示、ステークホルダー
との対話、第三者意見の公開、社内コミュニケーションおよび決算書の開示等、さまざまなコーポ
レート・コミュニケーション・ツールを通じてステークホルダー（株主、投資家、顧客、取引先、
従業員、消費者、地域住民、NGO 等）に伝達され、彼らの理解および支持を得る必要がある。企
業内容の重要な説明手段とされる、それらツールのなかで代表的かつ効果的なコーポレート・コ
ミュニケーション手段としては２つある。１つは、法令で作成・開示が義務づけられている有価証
券報告書、および任意ではあるが作成・開示が慣習化している事業報告書である。もう１つは、企
業の任意で作成・開示されるサステナビリティ・リポート（持続可能性報告書）である。両者の特
徴を示せば、次のとおりである。有価証券報告書や事業報告書は、投資家ならびに株主等を対象に、
主に企業の財務内容の開示を中心としている。これに対して、サステナビリティ・リポートは、社
会性重視の観点に立ち、企業にとっては、社会の信頼を獲得して、社会的責任を履行するためには
ステークホルダーとのコミュニケーションが重要であるとの認識に基づいている。言い換えれば、
そのような観点から社会の公器として、企業活動の経済性、環境性、社会性という３つの要素の社
会適合力、すなわち、サステナビリティについて各ステークホルダーへ伝達するために作成される
リポートがサステナビリティ・リポートなのである。
サステナビリティ・リポートの作成に際しては、企業は、GRI（Global Reporting Initiative） サ
ステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002に準拠して作成されるケースが多く見られる。
リポートでは、経済性、環境適合力、社会適合力のパフォーマンスが開示される。それとともに持
続可能性に関してトップ・マネジメントのコミットメントが語られ、企業のサステナビリティ活動
について理解を得るためにステークホルダーに対して情報伝達するとともに、彼らの意見や要望を
聴きながらより良い企業の実現を目指していくための双方向コミュニケーションが図られている。
最後に、識者や専門機関による第三者検証によって報告内容が保証されている。
企業が経営危機を迎えるのはどのような場合だろうか。経済面や環境面への配慮が優れていても、
いったん企業の不祥事（法令違反行為など）が生じると、企業の信用は失墜して、経営危機に陥入
る危険を含んでいる。また、法令を遵守していても経済面（収益面）で問題を抱えていたり、環境
への配慮に欠ける企業では経営を持続させていくことはできない。こうした認識に立てば、企業に
は、経済面、環境面および倫理性や法令順守などの社会面の３つの側面でバランスの取れた経営が
求められるのである。
企業サステナビリティ（corporate sustainability）とは、社会が健全に持続可能な発展を遂げるた
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めには企業はどうあるべきか、また社会との係わりのなかで、企業がどのような社会的責任を履行
すべきかの観点から、企業の経済面、環境面、社会面という３つの側面のバランスの取れた経営を
行うことによって獲得できる成果のことであり、トリプル・ボトムライン（triple-bottom line）と
同じ意味に理解できる。ボトムラインとは、元来は、財務諸表のうち、損益計算書の最終行すなわ
ち最終損益を表示したもので、これが転じて経済・環境・社会活動という企業行動の３つの側面の
総合的成果を表す意味に使用されている。
この総合的成果の達成が、今日、企業が競争力を維持するとともに持続可能性を確保し、社会の
一員として存続するための条件とされる。
CSR の細部については、日米欧の各国の間には、その捉え方について若干の相違が見られる。
しかし、先進国では、近年、「CSR 先進国」である欧州の考え方に近づきつつある。例えば、欧州
では、CSR の取り組みを競争力の維持ならびに社会の公器としての企業を存続・発展させるため
の「投資」とみなし、積極的に捉えている。日本の有力企業のなかにも欧州企業のような考えに基
づき、競争力の維持向上や企業の存続・発展を図る目的から、CSR を事業活動のプロセスのなか
に組み込み、事業を展開している事例も多く見られる。日本では、高度経済成長にともなって、公
害問題が発生したことで、企業の社会的責任といった場合、環境責任を考える企業が潜在的に多く
見られる。もっとも、最近では、相次ぐ企業の不祥事からコンプライアンスが注目を集めるように
なっている。
３．企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーションとの関係性
高度経済成長期の1980年代末までの企業評価は、財務的評価が中心をなしていたが、グローバル
経済が進展し、複雑多様な経済社会はステークホルダーの増加をもたらし、あるいは企業の不祥事
が多発する今日にあっては、従来の財務的評価だけでは不十分であり、そうした評価に限界が感じ
られる。
企業を正確に評価し、増加するステークホルダーの要求を満たすためには、従来からの経済性に、
環境性、人間性など、社会性の視点を加えた多元的評価が求められる。多元的価値評価で高い評価
を得た企業こそが、持続可能性（sustainability）が確保された競争力のある企業といえよう。
このような理由から最近では、有力企業がこぞってサステナビリティ面でのパフォーマンスをサ
ステナビリティ・リポートとして公表し、自社のサステナビリティ達成度をステークホルダーに訴
求している。社会の持続的発展に対する企業の貢献が社会から高く評価され、その結果、企業の競
争優位が確保されることが幾多の事例で立証されているところから、企業側でもコミュニケーショ
ンをマネジメント戦略の一環として位置づけ、サステナビリティ・リポートの積極的な開示を実施
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している。そこで、企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーションとの間にはどのよ
うな関係性を有するのかについて以下に論述してみたい。
コーポレート・コミュニケーションのツールの１つであるサステナビリティ・リポートは、今日、
未だ発展段階にあるといえる。しかし、それは、内容的には従来から行われているテーマ別の個別
リポート、例えば財務レポート、環境レポート、労働安全性レポート、社会貢献レポートなどを統
合化したものである。また、これには、経営ビジョンや経営者の持続可能性に関するコミットメン
トあるいはステークホルダーからの情報フィードバッグとされるステークホルダー・ダイアログな
ども掲載され、企業の持続可能性に関連する数多くの要素が含まれている。ステークホルダーの側
からみれば伝統的な財務情報の範囲を超えた企業の経営実態を総合的に把握しやすいというメリッ
トが期待できることに加え、必要に応じ企業に対する期待、要望あるいはプレッシャーの表明が容
易になり、企業とステークホルダーとの間の相互関係を充実させる双方向コミュニケーションの有
力ツールといえる。
このことは、アカウンタビリティ理論と意思決定有用性理論１）を援用すれば容易に説明ができ
る。一つの例を挙げると、企業は人類全体の共有財産である地球環境という資源の利用を社会から
委託されているのであるから、その資源をどう利用したかについて、当然社会、つまりステークホ
ルダーに対して自発的に説明を行う責任を負っているというのがアカウンタビリティ理論である。
この説明責任を果たすために企業は、サステナビリティ・リポートを作成・開示して、ステークホ
ルダーの意思決定に有用な情報を提供することによって説明責任を果たすことになる。一方、情報
の受け手である市民や地域社会を中心とするステークホルダーも、それぞれの意思決定に企業が開
示した情報を利用するだけでなく、ステークホルダー・ダイアログなどを通じて企業の戦略策定に
参加できる道が開かれる。これは意思決定有用性理論の一局面である。こういう双方向コミュニ
ケーションという関係が企業と社会（ステークホルダー）との間に確立できれば、企業活動の透明
性が高まると同時に、社会自体も企業と共に、社会の持続的発展のためのさまざまな意思決定に参
画できるのである。
４．欧州企業に見るステークホルダー・コミュニケーション
前節で論述したように、ステークホルダーとの間の有効なコミュニケーション活動を実践するこ
とによって名声（reputation）をステークホルダーから付与され、その結果、その企業はゴーイン
グ・コンサーンという持続的発展の機会が与えられるのである２）。その関連性を図示すれば図１の
とおりである。
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図１．CSRから持続的発展へ
大変ラフなスケッチであるが、企業行動の経済、環境、社会の各側面での成果が、ステークホル
ダーの価値観に根ざす新しい評価基準によって評価される。その結果、「良い」企業には、名声が
賦与され、これが企業の持続的発展の原動力となり、ひいては社会自体の持続的発展をも約束する
という構図である。この大枠を支えるもう一方のプレイヤーは、政府であり、NPO，NGO である。
企業活動を律する CSR は、日本を含む世界各国でメインストリーム化している。従来から労働
条件、人権意識の強い欧州地域では、欧州委員会が1998年「経済的成果と社会的責任を両立させる
ことができる」として、企業経営者に対し、社会的責任を経営の場に組み込む方策とその実践成果
を開示することを要請した３）ほか、持続可能な成長を果たすためには、社会的に責任ある企業活
動のあり方が問われるとして企業の社会的責任を積極的な戦略課題と位置づけ、2001年７月、CSR
推進のためのグリーンペーパー４ ）（ Promoting a European Framework for Corporate Social
Responsibility）を発表している。このなかでは、企業は社会の一部であるという理解を前提にして、
変化する社会においては、その変化に即応して企業自体を進化させ、新しい役割を社会の中で果た
すことが期待されている。EU は国家戦略として、企業に対し CSR 活動を要求している。そこから、
引き続き、2002年７月には、産業界、労働組合、市民団体などのステークホルダーとの対話促進を
目的とする European Multistakeholder Forum on CSR を設立し、約２年間の討議を経て2004年６月に
最終報告書を発表した。当初、企業はステークホルダーからの圧力を受けて（pressure-driven
approach）CSR に取り組んだのであるが、今日では、CSR は前途を見通した長期戦略の一環として
理解され始めている。換言すれば、企業は一見コスト圧力を増しそうな CSR を促進しながら、実
際には財務上の成績を向上させると共に、競争力を強化する方法で、社会全体の持続的発展に貢献
できるという考え方である。
このような CSR 活動の詳細をステークホルダーに報告し、時に応じてフィードバックを求める
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のがステークホルダー・コミュニケーションである。CSR が企業行動と不可分な要素としてマネ
ジメント・システムのなかでの役割が定められる。先ず、実践、次いで社会の評価を得るためその
実践活動を報告するのが本来の姿である｡しかし､逆に報告書を作成することにより､社会の動きを
いち早くキャッチする｢社会センサー｣に磨きがかかり､社内体制の強化・充実に役立つことも多い。
経済のグローバル化によって成長した多国籍企業の経済力（売上高）が、国家の GDP を上回る
ようになり５）、国際社会における企業市民として CSR への強い要請が地球的規模で表面化してき
ている。従って、企業としては、この要請を十分理解し、有効に対処すれば、世界企業としての企
業評価を高めることができる。
欧州諸国における CSR 報告の実態について若干触れておきたい。CSR　Europe は、1995年に設
立され、ベルギー、ブリュッセルに本拠を置く企業コンソーシアムである。CSR に配慮した企業
行動を取ることにより、競争優位を確保しようとする世界の企業50社以上がスポンサーとなった業
界団体で、欧州の有力企業は勿論のこと欧州市場を重視する IBM、コカコーラ、GM などの米国企
業も参加している。現在のところ、日本企業で参加している企業は見当たらない。
このコンソーシアムは、CSR 普及という目的達成の一助として、参加企業を中心に、CSR 企業
行動の実態調査と提言を含む報告文献を多数刊行している６）。このような報告書の１つが CSR
Europe が2000年に公表した Communicating Corporate Social Responsibility - Transparency, Reporting,
Accountability である。日本では比較的知られていない文献なので、本論文に関連する事項を若干
紹介したい。なお、この報告書の対象企業は、以下の表１と表２に示された45社である。従業員規
模では、5万人～10万人企業が29％、次いで１万人～５万人企業が27％、20万人～30万人企業と10
万人～15万人企業がそれぞれ11％と、いわゆる大企業が過半を占めている。
表１．調査対象企業（国別）
ベルギー Sabena
デンマーク Danfoss, Novo Nordisk
フィンランド Nokia, Nokian Tyres
フランス Danone, EDF, Suez, Lyonnaise, des Eaux, Vivendi
ドイツ Bayer, Deutsche Telekom, Henkel, Siemens, Volkswagen
イタリア Coop Italia, ENI, Telecom Italia
オランダ Rabobank, Unilever
ノルウェー Norsk Hydro
スウェーデン ASG, Electrolux, Ikea
スペイン Endesa
スイス ABB, Nestlé, Novartis
英国 Barclays, BP, British Airways, BT, The Co-operative Bank, Diageo, P＆G,Rio Tinto, Sainsbury’s Shell, TXU, Utilities
米国 DuPont, General Motors, IBM, Johnson＆Johnson, Levi Strauss＆Co, Nike
　　　　出典：Communicating Corporate Social Responsibility, CSR Europe, 2000, p.62.
企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーションとの関係性に関する試論 75
表２．調査対象企業（業種別）
石油化学・エネルギー ABB, BP, ENI, Norsk, Hydro, Shell
情報技術 BT, IBM, Deutsche Telekom, Nokia, Telecom Italia
消費財 Coop Italia, Danfoss, Electrolux,Henkel, Ikea, Levi Strauss, Nike, Nokian Tyres,P＆G, Sainsbury’s, Siemens, Unilever
銀行・金融・投資 Barclays, The Co-operative Bank, Rabobank
食品製造 Danone, Diageo, Nestlé
公益事業 EDF, Endesa, Suez Lyonnaise des Eaux, TXU, United Utilities, Vivendi
ヘルスケア・化学・薬品 Bayer, DuPont, Johnson＆Johnson, Novartis, Novo Nordisk
鉱業 Rio Tinto
航空輸送・輸送 ASG, Britsh Airways, Sabena
自動車 General Motors, Volkswagen
　出典：Communicating Corporate Social Responsibility, CSR Europe, 2000, p.63.
巷間いわれていることであるが、CSR 活動において欧州企業は社会的パフォーマンスを中心的
課題とするとされているが、CSR　Europe の調査からは、予想したとおり欧州企業も環境問題に
大きい関心を寄せていることがわかる（90%）。注目すべきことは、何れの報告書も経済的成果を超
えた範囲まで積極的に情報の開示を行っていることである。５年前には決して見られなかった新し
い傾向である。報告事項は図２のとおりである。人権問題と企業倫理の報告パーセンテージが共に
50％と比較的小さく、地域対応、市場についてはすべての企業が報告している。
　　　　　　　出典：Communicating Corporate Social Responsibility, CSR Europe, 2000, p.17.
図２．CSR報告書記載事項
実際に欧州企業が実施しているステークホルダー・コミュニケーション手法は、企業の生い立ち、
業界、主要事業の所在国などによって異なった様相を示している。主要な手法の使われ方は表３、
表４のとおりである。アクセスの簡易性と即時性を考慮して、Website での情報開示を併用する企
50% 100%
89%
89%
100%
50%
67%
94%
94%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
倫理
市場
環境
経済開発
地域対応
人権
社会との対話
職場環境
使命,ビジョン,価値
経営論集　第65号（2005年３月）76
業も多いし、Website だけで情報開示を行う企業も現れている７）。IT 技術の進歩がステークホル
ダー・コミュニケーションのあり方を変えた一例である。ISO（International Organization for
Standardization：国際標準化機構）、SA（Social Accountability ：経営者の社会的説明責任）、EMAS
（Eco-management and Audit Scheme：環境マネジメント及び監査規則）など、国際規格遵守度をコ
ミュニケーション手法に用いることはすべての企業が実施していることである。この２つの表から
は、CSR の多様なテーマとそれに最適の手法を用いる努力がなされていることが読み取れる。
表３．コミュニケーションのテーマと手法
規格とラベル
採用企業　　45社
行動基準
採用企業　　31社
社内コミュニケーション
採用企業　　43社
ステークホルダーに対す
るコンサルテーション
採用企業　　40社
NPO 連携マーケティング
採用企業　　18社
環境      44/45 倫理　　　 23/31 環境　42/43 環境　　　32/40 地域対応　11/18社
市場　　  32/45 使命、ビジョン、価値　　　 19/31
職場環境
40/43 市場　　　24/40 環境　　　9/18
職場環境　26/45 環境　　　 18/31 使命、ビジョン、価値20/43 職場環境　24/40 市場　　　6/18
出典：Communicating Corporate Social Responsibility, CSR Europe, 2000, p.14.
例えば、「環境」「市場」「職場環境」のテーマの報告には「規格とラベル」と「ステークホル
ダーに対するコンサルテーション」という手法が用いられることを示す。「44/45」は、調査対象企
業45社のうち44社が採用していることを示す。
表４．コミュニケーションのテーマと手法
使命、ビジョン、価値
採用企業44社
地域
採用企業41社
社会との対話
採用企業24社
人権
採用企業20社
倫理
採用企業30社
テーマ別報告書
33/44
ウェブサイト
33/41
社会報告書
12/24
ウェブ情報
11/20
行動基準
23/30
ウェブ情報33/44 テーマ別報告書31/41
テーマ別報告書
10/24
行動基準
10/20
社 内 コ ミ ュ ニ
ケーション14/30
社内コミュニケーション
20/44
表彰とイベント
24/41
ステークホルダーに対する
コンサルテーション7/24
社会報告書
9/20
テーマ別報告書
10/30
行動基準　　19/44 ウェブ情報7/24
テーマ別報告書
9/20
出典：Communicating Corporate Social Responsibility, CSR Europe, 2000, p.14.
例えば、「人権」には｢ウエブ情報｣「行動基準」「社会報告書」「テーマ別報告書」という手法が
用いられることを示す。
近年、ステークホルダーはすべての企業が自社の事業運営に対し、環境面、社会面でのインパク
トが大きくなっていることを十分認識し、これに即応し、かつ万全の配慮を行うことを求めている。
一方、企業としても、ステークホルダーである消費者、従業員、NGO や NPO、そして行政当局か
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らの要請に応えるだけでなく、CSR を事業のメインストーリームとして積極的な位置づけを行い、
その成果を透明で首尾一貫した方法で開示することに対して意欲的になっている。
2001年の調査８）では、欧州９カ国の財務アナリストやファンド・マネジャーの87％が企業は
CSR への取り組みを積極的に開示するべきであるとしている。財務的成果を最重要視する専門領
域からも、企業評価として法的規制を超える多角的評価手法が求められるようになってきた証である
９）。企業側にとっても、こうした動きが、法的規制を先取りする形で、事業の比較優位性の獲得手
段として CSR が挑戦の原動力になっているのであろう。
CSR 成果に関する情報をステークホルダーに開示することがステークホルダー・コミュニケー
ションとして、企業からも社会からも注目されてきた。その結果、情報開示の内容とコミュニケー
ション技術レベルの向上に貢献している。ただ、CSR に関する開示要請が強いだけに、日本、欧
州、米国のいずれにおいても、現状よりは一段と充実した情報の開示が望まれているのも事実であ
る10）。
５．事例研究―欧州企業の CSR報告
英国ロンドンで1987年に設立されたコンサルタント会社、サステナビリティ社（SustainAbility
Limited）11）はトリプル･ボトムラインによる企業の CSR 達成度評価を行い、２年毎に評価対象企
業上位50社の順位表を発表している12）。
この評価で2000年は第１位、2002年と2004年は第２位に選ばれたデンマークの製薬会社 Novo
Nordisk 社（糖尿病治療薬の世界的メーカー）の Sustainability Report 2003を事例として、効果的
コーポレート・コミュニケーションが企業サステナビリティの向上に極めて有意義であることを立
証してみたい。
同社の CSR 達成度順位は、スイスに本拠を置く評価機関 SAM Research 社の DJSI 組成銘柄の
Healthcare 部門では、2003年世界第一位にランクされている13）。
Novo Nordisk 社は、2004年3月16日開催の株主総会において定款の変更を行い、伝統的な財務的
成果以外に、環境、社会的成果の達成にも注力することを同社の Sustainability Report 2003に明記し
た14）。自社の CSR に対するスタンスを"After this change, the articles will specify that the company
besides its financial purpose will strive to achieve its objectives in an environmentally and socially
responsible way." と表明している。成果達成に必要なことは、意思決定のプロセスに CSR を組み込
むことであり、そのために実行可能なことを社内外を問わずに遂行することである15）。
同社の2003年報告書の特徴は、前年に引き続き、付加価値分配計算書を開示していることである。
株主・投資家、社会、顧客、行政、供給業者、従業員という各ステークホルダーに対する財・サー
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ビスの供与と対価の取得の関係を表示し、付加価値（顧客への売上高から供給業者への支払額を差
し引いた金額）を各ステークホルダーにどのように分配したかを貨幣額で開示している。この情報
は、財務会計データの一部となり、各ステークホルダーと同社との間の関係の相対的深さが貨幣価
値で表示されることになり、ステークホルダー・コミュニケーションの１つのモデルを示すもので
ある。
環境省の『環境報告書ガイドライン』とともに、第２節で触れた CSR 情報開示の１つの指針と
なる GRI の『サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン』では、経済的パフォーマンス
指標、環境パフォーマンス指標、および社会パフォーマンス指標が定められている。このうち、経
済的パフォーマンスについて金銭的尺度が用いられるのは当然であるが、CSR 報告書に記載され
る経済的指標には、単なる財務数字を超える意味を持つことを理解するべきである。
つまり、ある企業が行った経済的行為が直接的であれ、間接的であれ、どのようにステークホル
ダーに係わってくるのかという点を中心に記述をするべきであるし、これを読む人たちも、その含
意に十分注意を払うべきである。例えば、重要なステークホルダーとの間の金銭的フローを測定・
開示するとか、ステークホルダーにどのような影響を与えるかということを報告するべきであると
GRI ガイドラインは指摘している。Novo Nordisk 社の報告書が、付加価値の分配を数字で開示した
のは、どのステークホルダーに最大価値を提供したか、あるいは提供しようとしているかについて
企業の姿勢を理解してもらいたいとの意志の表れかもしれない。
われわれは、コーポレート・コミュニケーションの定義として、「最高の企業文化と見做される
企業理念をその企業を取り巻くステークホルダーにとってもっとも効果的に伝達する企業行動」と
している16）。コーポレート・コミュニケーションは単なる企業の情報活動ではなく、企業の経営問
題そのものとして捉えられるケースが多い。自社が進むべき方向と重要視する価値観を、自社が
ターゲットと考えるステークホルダーに選択的に発信するものである。
情報の選択的発信の好例として、本節において付加価値分配の開示について言及した。しかし、
これはひとり欧州企業のみならず日本の企業でも同様の試みがなされており、その１社であるイ
トーヨーカ堂の「企業の社会的責任報告書―社会・環境活動報告2003」は、東洋経済新報社とグ
リーン・リポーティング・フォーラム共催の第７回環境報告書賞を受賞している。同社が、付加価
値の創出とその社会的分配をわかりやすく開示した点が高く評価されたという17）。大和証券グルー
プの「持続可能性報告書2003」、日興コーディアルグループの「社会的責任報告書2004」、ユニ
チャームの「CSR 報告書2004」においても同様の試みが見られる。
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６．まとめと展望―CSRこそ新しい企業競争力
前節までで述べたように、経済指標、環境指標および社会指標という CSR プラットフォームに
おけるバランスのとれた企業行動こそが、今後、社会が持続可能な成長をしてゆくために企業が果
たすべき責務と役割として期待されているものである。前世紀末期、企業の持つ社会的影響力の増
大に対する批判が強まる一方、社会的課題に企業が取り組むことへの期待が高まってきた。慈善団
体、NPO、NGO の活動に対しては経済価値最大化への要請がないことと裏腹に、経済的組織であ
る筈の企業に対しては経済的価値の発信以外に社会的責務が課せられるのは、企業の社会における
地歩と影響力の大きさの何よりの証である。21世紀を迎えた現在、企業に対して人間的とも考えら
れる属性が求められるようになったのは、ここ数年間世界の産業界を覆いつくした不祥事への反省
を込めた、企業の自浄作用への期待でもある。つまり、「誠実さ」が、企業活動にとって不可分の
特性として求められているのである。
新しい風が米国から吹き始めた。米国の代表的経済紙 The Wall Street Journal が６つの企業名声領
域とこれを構成する20の詳細要素を定め、これを指標にした企業評価システムを1999年に開発した。
その後、毎年春にその前年の実績をベースにしたランキングを公表している18）。2004年の名声
（reputation）第１位は、過去３年間連続して首位を占めた Johnson & Johnson であったが、この年
大躍進を遂げたのが日本のホンダであり、「「企業としての誠実さ」（corporate sincerity）、「働きやす
い職場」（good workplace）、「信頼性」（trust）、「管理」（administration）、「尊敬度」（respect）で大き
く貢献したといわれている。「誠実さ」が企業の評価を高め、これが名声という「ご褒美」を社会
から与えられる原点となるのである。「名声」と「誠実さ」は今日の企業社会において不可分の要
素である。
2003年には新たに、The Wall Street Journal と「名声」の共同調査を進めている米国の Harris
Interactive 社が、独自に「誠実な企業」順位表を発表したのも頷けることである。因みに、「誠実
な企業」ランキングの評価要素は、「誠実」、「正直」、「情報開示」、「欺瞞」、「隠蔽」、「自己利益」
である。世界各国で最近頻発している企業不祥事の経緯と結末を考えると思い当たることの多い評
価要素と言える。なお誠実さ、名声、CSR の各種ランキングとの間に関連性が窺われるが、詳細
の分析は今後の研究に委ねたい。
いま一つ話題を呼んでいるのが、米国のアパレル販売大手である Gap Inc.の2003 Social
Responsibility Report である。同社は、米国、英国、カナダ、フランス、日本で約3,000店舗と約15
万人の従業員を擁し、年商は160億円に達する。Gap 社では全世界の供給業者とその下請けメー
カーの行動を事前にチェックし19）、審査の上、一旦供給業者として登録された後も継続的に８つの
チェック領域20）に亘る詳細項目のチェックを行い、違反が見つかれば違反度を５段階にわけて評
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価し、結果を国別、項目別に公表している21）。ネガティブ情報の開示には消極的なのが企業の倣い
であるが、敢えてこれに逆行する行動をとる企業は例示した Gap Inc.以外にも見られる。法定条件
をそのまま遵守するのは、順法義務として当然であるが、CSR 活動が自社が定める自社ルールに
基づく企業行動であることがこのような行動を生み出し、企業と社会の間の信頼感の醸成に貢献し
ている。
環境保全や社会正義に背を向けてでも、利益の極大化を至上命令としてひたすら企業の繁栄のた
めを願ってきた価値観からの脱却が表面化し、経済的責任を超えてでも社会的責任を果たすことが
企業活動の中でメインストリーム化しつつあると言えよう。
最後に、本論文で縷々述べてきたことを、結論およびそれに基づく提案として以下に整理してみ
たい。
①企業は社会の期待と要請を満足させるときにゴーイング・コンサーンとしての成長を保証され
る。現在、社会が企業に対して CSR の実践を要請しているところから、これに積極的に応え
ることが企業の持続的発展の要諦である。社会も CSR 活動を公正に評価できるだけの能力が
要請される。
②企業に係わるすべてのステークホルダーが CSR に強い関心を持ち始めたことから、企業は
CSR 履行度によって評価が決まり、当該企業の持続的発展の可能性を左右する。企業の新し
いビジネスモデルもここから生まれる。
③CSR 評価の高い企業に投資しようとする社会的責任投資（SRI）に組み込まれている企業は、
世界の金融市場で CSR 推奨銘柄に選ばれ、当然、企業の認知度は高まり、資金調達が円滑に
なり、人材の獲得と維持が有利になるなど、事業運営上数多くのメリットを享受できる。つま
り CSR 経営は競争優位獲得の源泉である。
④企業と社会の間に「共通の広場」を構築し、社会が企業に期待する企業価値を企業と社会が
「価値の共創」プロセスを通してするためには、ステークホルダー・コミュニケーションの充
実を考える必要があり、企業では様々な工夫を凝らして、コミュニケーション・ツールの開発、
訴求コンテンツの充実、技術面での革新に注力している。
⑤ステークホルダー・コミュニケーションにおいて対象に訴求する価値と伝達手段は国ないし地域
あるいは社会領域によって異なるが、スイスの CSR 評価機関である SAM Research 社の調査22）に
よれば、2003年に CSR 評価が大躍進を遂げた日本企業は環境経営と環境実践を得意とし、欧
州企業は人材開発と環境を重視し、米国企業は行動基準とコンプライアンスに注力し、豪州企
業はコーポレート・ガバナンスがキーワードであるとしている。しかし CSR が定着するにつ
れ、世界に普遍する CSR 価値はおのずから熟成されてくる筈である。そして最後に：
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⑥ステークホルダー・コミュニケーションの中核価値は「誠実さ」である。嘘をついてはいけな
い。
企業サステナビリティとコーポレート・コミュニケーションが不可分であることを十分考慮して、
この両者を相乗的に増幅させるビジネスモデルの確立が強く求められていることを、われわれは肝
に銘じるべきである。それは、消費者、市場など多様なステークホルダーとの相互交流のなかで解
決策を見出す新しいモデルである。CSR は企業とステークホルダーとの競い合いでもある。そこ
ではコミュニケーション力が新しい競争力の源泉になる。
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き続き第１位を獲得した。
14）　Novo Nordisk Sustainability Report 2003, p.3.
15）　Exploring Business Dynamics, CSR Europe, 2000, p.43.
16） Kiyoshi Yamauchi, "Corporate communication: a powerful tool for stating corporate missions," Corporate
Communication: An International Journal, Vol. 6, No. 3, 2001, MCB University Press, p.132.
17）　「第７回環境報告書賞発表」『週刊東洋経済』2004年5月15日号、東洋経済新報社、pp.108-113.
18）　2003年の企業名声ランキングは The Wall Street Journal 紙2004年2月19日号で発表された。Ronald Alsop
"Corporate Scandals Hit Home： Reputations of Big Companies Tumble in Consumer Survey: Money can Rob the
Goodness".
19）　Gap Inc. 2003 Social Responsibility Report, p.10.
20）　８つのチェック領域とは①基本原則、②環境、③差別、④強制労働、⑤児童労働、⑥賃金・就業時間、
⑦労働条件、⑧労働組合結成の自由。
21）　前掲 Report、pp.14-15.
22）　スイスの CSR 評価機関である SAM　Research 社の2004年9月２日プレス・レリース。
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